
83 3,552 3,661

人件費（理論値）②　（千円） 83 86 87

トータルコスト①＋②　（千円） 5,065 5,018 5,174

単位当たりコスト　（円） 13,088 12,900 13,370

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　小児初期救急体制の確保は重要である。４市で事務局を２年毎に持ち回りで担当 　小児救急医療体制は、4市及び5医師会・東京都で協議
し、事務の効率性・確実性を図っているので、このまま継続していく。										 を行い、医療連携の維持を図って実施している。
										 　当市の利用者数は毎年350名前後おり、小児初期救急
										 体制として市民に活用されている。

　課題としては、今後の人的確保である。
　			
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　各市の負担額については、各市民の受診者数の按分率が加味さ

　

れている。 					

平

				
						

成

			
（東京都）小児

3

初期救急平日夜間診療

0

事業の実施に伴う補助

年

金：条件に合わせて申

度

請し、４市で按分され

(

た額を補助					

事

					
					

務

					
					

事

					
					

業

					

評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100101 平日準夜間小児初期救急医療事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 01 保健医療体制の充実

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・医療法 ・東京都保健医療計画　・平日準夜間小児救急医療事業実施要綱

（協定）平日夜間小児初期救急医療事業に係る４市間協定

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

原則15歳以下の初期救急患者
対象

事業内容 多摩北部医療センター（月～金）及び佐々総合病院（月・水・金）で5市医師会から派遣される小児科医師が輪

・ 番で診療を行う。午後7時30分から午後10時30分まで実施。　

活動手段

目的 小児初期救急患者が平日準夜間に医療受診ができる

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 ２医療機関開設延べ日数 単位 日

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

387 389 387

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診来所者のうち受診した率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,982 4,932 5,087

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,399 1,380 1,426

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,5



6 338 346

トータルコスト①＋②　（千円） 34,176 34,077 34,318

単位当たりコスト　（円） 474,667 473,292 476,639

目標達成率　（％） － － 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　医療機関の多くが休診日である休日・祝日及び年末年始に開設しており、特に年 　医療法に基づく東京都保健医療計画の中で、初期（一
末年始の利用者は多数いるため、必要不可欠な事業である。 次）救急医療（入院治療を必要としない比較的軽症な救
　また医師会・歯科医師会への委託事業であり、既に効率化を図っているため、業 急患者に対応）として、各市町村で整備するよう位置づ
務フローの改善等は見込めない。										 けられている。
										 　休日における急病患者に対する第１次医療機関として
										 重要な事業である。特に医科については、市内医療機関

も含めた輪番制になっており利便性の面でも住民満足度
は高いと考えられる。

効率性 ３

　

達成度 ３
		

説明
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9年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100102 休日診療事業（医科・歯科・準夜間）
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 01 保健医療体制の充実

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・医療法　・東京都保健医療計画　・東久留米市わくわく健康プラザ条例

・東久留米市わくわく健康プラザ条例施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

全市民
対象

事業内容 休日の診療について、医科及び歯科を委託して実施。医科はわくわく健康プラザと６医療機関で輪番で初期治療

・ を実施。準夜間については、滝山病院・前田病院が輪番で初期治療を実施。

活動手段

目的 休日における救急患者の初期対応を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開設 単位 日

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

72 72 72

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 適切な初期対応がなされた率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ ‐ 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 33,850 33,739 33,972

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 9,062 9,062 9,062

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 24,788 24,677 24,910
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 32



,074

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　構成各市における市民の受診者数・人口の按分率によって負担金額が決定されて 　地域医療との連携を密に行い、高度医療を提供する医
いる。当市においては、構成７市の中でも、利用患者割合が小平市についで２番目 療機関は市民にとって不可欠である。構成市のメリット
となっており、必要不可欠なものである。なお、基本的に利用率が低下しない限り として、構成市を中心とした連携登録医を通じて、組織
負担額が減少することはない。										 市の患者が、紹介状により優先的に高度医療や、がん検
										 診等の質の高い健診を受けることができる。
										 　今後の方向性としては、構成市を中心とした連携登録

医を通じて、組織市の患者が、紹介状により優先的に高
度医療や、がん検診等の質の高い健診を受けることがで

効率性 ３ 達成度 ３ きるように、良質な医療を継続して提供する。								
	

説明
									

　各市の負担額については、各市民の受診者数・人口の按分率が加味されている。 									
近年、患者総数における過去３年の当市民受診割合が多くなっているため事業費が 									
やや多くなって
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事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100103 昭和病院企業団参画事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 01 保健医療体制の充実

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・昭和病院企業団規約 ・地方公営企業法　・医療法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (一部事務組合・分賦金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (小金井市・東大和市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内在住市民
対象

事業内容 昭和病院企業団に対する組織市の分賦金に関する覚書に基づき年４期に分けて分賦金を支払う。

・

活動手段

目的 良質な医療を継続して提供する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 東久留米市民受診者数（外来・入院） 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

65,388 64,503 66,120

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 269,559 274,990 269,235

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 269,559 274,990 269,235

人件費（理論値）②　（千円） 148 155 156

トータルコスト①＋②　（千円） 269,707 275,145 269,391

単位当たりコスト　（円） 4,125 4,266 4



とも引き続いて現状維持をしてい 　わくわく健康プラザ外で行う各種事業・家庭訪問・出
く。										 張健康相談等の際の物品移動や、本庁舎や各医療機関等
										 との調整・書類提出などに使用し、効率よい事業運営が
										 図れている。

　各車両の登録年はかなり古く、故障も頻繁に生じてい
る状況であるため、今後、徐々にでも買い替えを行うべ
きと考える。
									

効率性 ２ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　平成27年度からの３ヵ年においては、通常の車両の維持管理業務であるため、コ 									
スト・事務量に大きな変化はない。										 									
										 									
										 									
										

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100104 健康課車両管理事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 01 保健医療体制の充実

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市車両管理規程

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

健康課所有車両
対象

事業内容 健康課所管事務事業運営に活用。車両維持管理のための諸手続を行う。

・

活動手段

目的 事業活動に活用することで効率の良い事業運営を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 所有車両数 単位 台

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

5 5 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 568 501 537

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 568 501 537

人件費（理論値）②　（千円） 50 65 86

トータルコスト①＋②　（千円） 618 566 623

単位当たりコスト　（円） 123,600 113,200 124,600

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　所有車両数や使用頻度等適切であるため、今後



31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　本協議会は年2回実施しており、前期1回は前年度の結果報告、後期1回は翌年度 　３師会（医師会・歯科医師会・薬剤師会）、保健所及
の実施計画報告であり、いずれも委員よりご意見をいただき活かしていくことは不 び健康課が集まり、医療行政の推進を図り、健康で文化
可欠であり、2回の実施は最低限必要である。										 的な市民生活を送るために必要な会議である。								
										 	
										 									

									
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　基本的に委員の当日参加人数に影響される。事務にかかる総時間数が変わらない
ため、理論値上の人件費に変化はないが、平成22年度の第2回より、平日の昼間に
行うことで時間外手当の削減となっている。
　									
										
										
										

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100105 地域医療協議会運営事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 01 保健医療体制の充実

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市地域医療協議会要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民（関係機関10名の協議会委員）
対象

事業内容 地域における課題を解決するために、7月、2月の年2回の会議を開催し、前年度の事業報告及び翌年度の事業計

・ 画を報告する。

活動手段

目的 市民の健康増進を図るための事業計画

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 協議会からの意見等、報告した数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 142 142 142

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 142 142 142

人件費（理論値）②　（千円） 148 154 156

トータルコスト①＋②　（千円） 290 296 298

単位当たりコスト　（円） 145,000 148,000 149,000

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成


